
令和８年９月２９日

東京都市長会／避難者情報共有検討会事務局

東京都多摩地域２７自治体による
避難者情報共有検討の取組

資料

災害時に被災者がどこに避難しても、自治体の垣根を越えて把握・共有するために



能登半島地震で起きたことは、東京でも起こりうる

２ まず４市で考え、行動する
・令和６年度に三鷹・府中・調布・狛江の４市検討会を設置

・令和７年１月に、４市の避難者名簿様式を統一化

・避難者情報のデジタル化に向けた実証実験を実施

３ ２７自治体の「避難者情報共有検討会」へ拡大
・令和８年５月１２日 多摩地域２６市全市と１町で設置

・自治体間の垣根を超え

避難者情報の 自治体間の共有 と デジタル化 を図り

災害時に市民の状況を正確に把握し、適切な支援につなげる

第１ゴール 各自治体各様の避難者名簿を統一（今回達成）

第２ゴール 避難者情報のデジタル化を実現

（kintoneベースのシステムによる実証実験）

４ 検討会の構成
・東京都多摩２６市全市および１町（２７自治体）の

防災担当部門等の職員で構成
八王子市・立川市・武蔵野市・三鷹市・府中市・調布市・青梅市・昭島市

町田市・小金井市・小平市・日野市・東村山市・国分寺市・国立市・福生市

狛江市・東大和市・清瀬市・東久留米市・武蔵村山市・多摩市・稲城市

羽村市・あきる野市・西東京市・日の出町

他、都内自治体・東京都・東京都市長会がオブザーバー参加

※今後も他自治体の参加を歓迎

１ 能登半島地震では避難者情報の管理は混迷を極めた

①ほとんどの避難所で「手書きの避難者名簿」で情報管理
・避難者ごとに記載されている内容の差が大きい

・手書きの名簿をデータ化する多大なマンパワーが必要

避難所の情報をデジタル管理する手段が必要

②住民がどこに避難しているのか自治体が掴めない
・避難所以外にも、自宅や車中、親族・知人宅、

福祉施設、1.5次避難所など避難場所はさまざまだった

・自治体間での避難の際に、互いの情報共有が不十分

・被災者生活再建支援に関する情報提供や支援が停滞

住民（とりわけ要配慮者）が避難所を移動する際の

情報共有や生活再建に向けた情報提供等を

基礎自治体が適宜・適切に行える体制が必要
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もし首都直下地震が発生したら
我々基礎自治体は対応できるのか？

この検討会の取組を
さらに広げたい



２７自治体で避難者名簿を統一し、デジタル化を推進する

６ 避難者情報のデジタル化を推進
２７自治体が共同運用する避難者情報管理システムの実証を実施

・二次元コードを読み込むことで、住民のスマートフォンから

避難者名簿の記入を可能にする

・避難所の受付、災害対策本部、緊急医療救護所、医療・福祉関係

団体等と、瞬時に避難者の情報共有を図る

・避難所や自宅への戸別訪問時の記録も、タブレット等で実施し、

避難者の情報に付記していく

７ 避難者情報の自治体間の共有を推進
・自治体で共通のシステムを使用し、激甚災害等の際に、

住民の避難・健康管理情報等の共有が図れる体制の構築を目指す

・東京都が進めている「被災者総合支援システム（仮称）」との

連携など、さらに広域な情報共有体制を目指す

５ 多摩地域２７自治体による避難者名簿の統一
多摩地域約４２０万人のうち２７自治体が参加する「避難者情報共有

検討会」（R8.8.7）において、避難者情報の共有と迅速なデジタル化の

推進を図るため、２７の自治体が使用する避難者名簿を共通のものに統

一した

このことにより、各自治体で情報共有を行ううえで必要な避難者情報

の項目や並び方、ルールなどが統一された

基礎自治体のボトムアップで始まった問題解決の取組の大きな一歩

各自治体の名簿

共通項目部分 各市固有部分

各市固有部分

検討会参加自治体で別
紙等により継続管理

2
検討会参加自治体共通
の名簿として統一

住民の避難者情報を自治体間で瞬時に共有し
適切な支援を行う

避難者情報共有検討会の模様



統一した２７自治体共通版の「避難者名簿」
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二次元コードを読込み、スマートフォン
から避難者名簿を記入

自宅や車中、親類・知人宅、施設など
避難所外からも避難者名簿に記入し、自
治体が状況を把握することが可能
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